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視点

　「今、買いたいものは何か？」と聞かれた

ら何と答えるだろう。いろいろ考えて、結

局「特にないなあ」ということになる。必要

なものは一通り持っているので、買い物は買

い替えばかり。古いものを捨てないと新しい

ものは買えない。では「何か食べたいもの

は？」と聞かれたら、あれやこれやと浮かん

でくる。食欲は旺盛だ。ところが、おいしく

食べられるのは健康であればこそで、それが

いつまでかと考えると、食べるものはなるべ

く吟味したいのである。

　人生50年以上もやっていると、大体こんな

ことになってくるのではないだろうか。消費

の熟練者ともいえるこうした年輩者が日本の

人口の 4割にもなるという社会がもう目の前

である。そして、30年前の自分を思い起こす

と、消費者としての行動の変わりように素直

に驚く。若い頃は欲しいものがいっぱい。店

頭で見かけては何とか手に入れようと考えて

いた。

　この変化は、自分が年齢を重ねたからなの

か。どうやらそうでもないらしい。「モノか

らコトへ」というキーワードを盛んに耳にす

るが、これは時代の流れがもたらした消費行

動の変化だという。物があふれ、満たされた

社会、いわゆる成熟社会の特徴だというので

ある。

　企業の視点に立って、筆者を 1人の消費者

として見たらどんな存在と映るだろうか。近

づきすぎれば「買いたいものがないのに、う

っとうしい」と煙たがられ、離れすぎれば

「欲しいものが見つからない」と文句を言わ

れる。そんな消費者を引き付けるのに、企業

は大いに苦労するに違いない。

　製造業をはじめ、流通・小売業、サービス

業とあらゆる産業が、消費者の成熟化や好み

の激しい変化にいち早く対応し、市場や消費

者を育ててきた。そして、どんどんわがまま

になる消費者に対して、期待をさらに超える

新しいサービスを提供し続けることを余儀な

くされている。今、日本の企業は極めて難易

度の高い世界で勝負をしている。

　筆者は神奈川県の南部、海に面した町に住

んでいる。電車は通っておらず、移動は車か

バスが中心になる。東京まで1.5時間、横浜

でも 1時間かかる。日用品や雑貨、家電など

を扱う量販店は 1軒もない。一言で言って田

舎そのものである。都会で働く人も住んでい

るが、少数派らしい。そして、生活スタイル

にそれなりのこだわりを持った人間が集まっ

ているようである。

　そんな住民像を反映してか、こだわりの

品々を扱う小さなショップが点在している。

その中に、ビーチサンダル（ビーサン）とい

えばここ、と地元の誰もが知っている店があ

る。町内に 2店舗を有し、近隣の海水浴場で

もよく見かける定番商品を扱う。筆者はこの

店のビーサンを毎年、買っている。新しいも

のは室内用にし、1年たったら外履きにする。

成熟時代の消費者と買い物
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　この店はもう10年くらい、さまざまな有名

ブランドとのコラボビーサンを発売してい

る。コラボビーサンは店頭では販売されてお

らず、コラボ先の店頭またはオンラインショ

ップで買うしかないが、コラボによる顧客層

の広がりは大きかった。そうこうしているう

ちに、いつの間にかわが町のビーサン屋が全

国区になり、期間限定ながら全国あちこちの

デパートに出店するようになった。

　この元気なローカルブランドに目を付けた

地元の小さなアトリエショップがコラボを申

し入れた。地元の店とはコラボしない方針の

ビーサン屋を何とか説得し、コラボビーサン

が販売された。これは買わねばなるまい。何

といっても近くの店で手に入るのだ。思わず

家族全員の分を購入した。「欲しいものはな

いなあ」とつぶやく成熟消費者の筆者が、で

ある。

　このアトリエショップはといえば、地元の

住民中心だった客層が口コミで徐々に広が

り、雑誌などでも紹介されるようになった。

そして都会のデパートの目に留まり、この夏

にはデパートへの期間限定出店を試みるまで

になった。

　物語は現在も進行中である。

　結局、筆者は「物」を買っているのではな

く、物語に参加しているのだ。物語は自分 1

人では知りようもなく、つくり上げようもな

い。物語の入り口は店から発信された情報だ

ったり、客同士の口コミだったりする。そう

した入り口から、店での直接の交流などを経

て物語を追体験していくことが面白いのだ。

極論すれば、買い物は物語へ参加するための

手段であり、物語を感じられない物は買う必

要が感じられない。

　今号の特集では、近年、急速に存在感を増

しつつあるソーシャルメディアをはじめ、位

置情報活用やモバイルアプリの活用動向を整

理している。もちろん、単に「新しい技術が

出てきました」という話ではなく、「企業と

して消費者の変化をいかに捉えるか」「その

結果をどう生かすか」がテーマである。そし

て、本稿で紹介したような「物語」を企業が

提供するために新しい情報技術はどのように

役立つのか、という視点でもお読みいただき

たいと思う。

　成熟時代の消費者に受け入れられる「適度

な距離」を保ちつつ、いかにして関係を深め

られるか、今号の特集が何らかのヒントにな

れば幸いである。 ■

野村総合研究所
執行役員
流通・情報通信ソリューション事業本部長
深美泰男（ふかみやすお）
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SoLoMo活用が生む可能性
─顧客との絆を強めるために─

　物が売れにくい市場縮小時代において、日本国内の企業の差別化戦略はよりシンプルなも

のに帰結しつつある。本稿では、顧客との関係構築強化という観点でコミュニケーション戦

略の転換が必要な今、新たなマーケティング手法のトレンドとして注目される「SoLoMo」

を紹介し、そのビジネス上の可能性について考察する。

注目される「SoLoMo」

　「SoLoMo」とは、マーケティングのあり

方を変えるトレンドとして急速に存在感を増

しつつある以下の 3つの単語の、それぞれの

初めの 2文字を合わせた造語である。

①Social（ソーシャルメディア）

②Local（位置情報活用サービス）

③Mobile（モバイルアプリ・デバイス）

　SoLoMoは2012年ごろから米国を中心に提

唱され始め、昨今は日本でも注目されるよう

になっている。

　従来、小売業における販促活動はテレビや

新聞などのマスメディア、チラシ（ローカル

メディア）などの紙媒体、Webサイトやメ

ールマガジンなどのインターネットメディア

を通じたものが主流であった。最近はポイン

トプログラムや、Webサイトを通じたクー

ポン割引も一般化している。ところが、成熟

市場の消費者は、これらの情報刺激に慣れて

反応が鈍くなり、販促効果が頭打ちになるケ

ースが増えている。単純な刺激では反応しな

くなった消費者に対しては、より精度の高

い、新たな強い刺激が必要である。

　では、いかにして消費者に新たな刺激を与

えられるのか、SoLoMoを題材に例示したい

（図 1参照）。

　Aさん（30代女性）は、平日はほぼ終日、

勤務先のある東京丸の内に滞在しており、自

宅周辺にいるのは休日が中心である。Aさん

はスマートフォンとモバイルアプリを使いこ

なし、便利なサービスを受けるために位置情

報サービスを「有効」にし、アプリやWeb

サイトに自分の情報の「利用許可」を与えて

いる。また、いくつかの店舗に会員登録もし

ており、自宅の最寄り駅近くのドラッグスト

アもその 1つである。ある休日、Aさんが自

宅でのんびり過ごしていると、その店からメ

ールが届いた。メールには「○月○日に購入

された○○が、そろそろなくなる頃ではあり

ませんか？」というコメントが添えられ、リ

ンクされたWebページには実店舗とオンラ

イン店舗の両方で使えるクーポンが付いてい

た。Aさんは午後、外出のついでに店に立ち

寄った。

　Aさんはソーシャルメディアも積極的に利

用して生活に役立てている。ある日、Aさん

は店のFacebookページで割引キャンペーン

があることを知った。ページをシェア（投稿

を共有）された人も割引を受けられるという

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
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のでAさんはその情報を投稿した。以前から

ある「お友達キャンペーン」だが、ソーシャ

ルメディアでは情報が拡散するスピードも範

囲もこれまでとは大きく異なる。Aさんが発

信するお買い得情報は信頼度が高いためフォ

ロワーが多い。こうして店はAさんのおかげ

で新しい来店客を獲得することができた。

　この話は決して絵空事ではない。これまで

理想論として語られてきた、個人の活動デー

タや個別メディアを基にした顧客との密なコ

ミュニケーションが、今、現実のものになり

つつある。

　SoLoMoは製造業やサービス業など業種に

かかわらず、消費者を対象とするマーケティ

ングの手法を大きく変える可能性がある。特

に小売業は、既存のマーケティングや販促の

手法に加えて強力な武器を手に入れられる点

で期待度が高い。

消費意識の変化

　人口減少時代の成熟市場であっても、新し

い商品やサービスがヒットするケースは確か

に存在する。最近の消費者の消費に対する考

え方は次の 2つに集約される。

① むやみにお金を使わず「欲しいもの」「気

に入ったもの」「必要なもの」に使う

② 単に低価格のものでなく「品質に合った納

得できるお得感を得られるもの」を求める

　いかに人口が減少しようとも、ターゲット

層の心を捉えた商品は売れるという構造に変

わりはない。消費者の評価の基準が厳しくな

っているだけである。

　また、消費者の生活におけるデジタル化の

進行も疑問の余地がない。インターネットの

利用が生活に定着しスマートフォンの普及が

進んだことで、多くの消費者が手元に強力な

メディアを持つ時代となった。

　次ページの図 2は、企業SNSアカウントに

対する閲覧・投稿の実態を性別・年代別に見

たもので、若い世代ほど企業アカウントのフ

ォロー（友達登録）が多く、10代女性では半

数以上が利用している。また、次ページの図

3に示すように、フォロー・投稿の理由とし

ては「キャンペーンへの参加」「セールやキ

野村総合研究所
産業ITイノベーション事業本部
流通システム企画室
上級コンサルタント・グループマネージャー
川津のり（かわづのり）
専門は事業戦略、マーケティング戦略、消費者分析

図１　SoLoMoの概念
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図２　SNSの企業アカウントに対するフォロー・投稿の状況

あなたは、SNS（Facebook、Twitter、mixi、LINEなど）の企業アカウントをフォローしたり、企業アカウント
に対して投稿したことはありますか。（1つだけ）質問
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フォロー（友達登録）しているが、投稿したことはない
フォロー（友達登録）していないし、投稿したこともない

出所）NRI「生活者の買い物行動調査」（2013年11月、Web調査、全国一般生活者男女5千人対象）
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図３　SNSの企業アカウントに対してフォロー・投稿する理由

あなたが企業アカウントをフォローしたり、企業アカウントに対して投稿している理由として、当てはまる
ものを全て選んでお知らせください。（いくつでも）質問

キャンペーンへの参加や、ゲームをするために必要だから
商品の情報などをいち早く知りたいから

セールやキャンペーンなどのお得な情報が分かるから
クーポンがもらえるから

SNS上で利用できるコンテンツがもらえるから（LINEのスタンプなど）
その企業に興味・関心を持っている人の意見が分かるから

その企業に対して自分の意見が伝えられるから
他のメディアでは分からない情報があるから
自分の意見に対して企業からの返信があるから

面白い情報があるから
仕事や勉強に役立つ情報があるから
その企業が好きで応援したいから

その企業のキャラクターが好きで応援したいから
自分がその企業を好きなことを友人に知らせたいから

友人や知人がその企業を好きだから
友人や知人との情報交換につながるから

暇つぶし
その他

出所）NRI「生活者の買い物行動調査」（2013年11月、Web調査、全国一般生活者男女5千人対象）
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ャンペーンなどのお得

な情報が分かる」「商

品の情報をいち早く知

りたい」「クーポンが

もらえる」など、買い

物に関して欲しい情報

を得られることが上位

に挙がっている。消費

活動にソーシャルメデ

ィアを積極的に活用しようとしている様子が

うかがえる。

企業の差別化3大要素

　消費者が変化するなかで、企業は長きにわ

たって選ばれる存在になるために、顧客満足

度を高め続けるほかない状況にある。これを

前提に、市場縮小時代の企業の差別化を左右

する要素を小売業を例に見ると、大きく次の

3つに集約されると考える（図 4参照）。

①商品力

　右肩上がりの収入を前提とする時代が過去

のものになり、現在の消費者は、「使えるお

金に限りがあるのだから、買うのであればで

きるだけ質の良いものを求めたい」という意

識が強い。商品やサービスの質を重視する傾

向は以前より強まる傾向にある。

②利便性・快適性

　続いて重要なのが利便性の視点である。便

利さに慣れた日本の消費者は、群を抜いた利

便性・快適性がなければ評価しないほど要求

水準を高めている。いかに快適に、ストレス

なく欲しい商品を欲しいタイミングで手に入

れられるかが満足度に影響する。

③接客・感動体験

　最後は、買い物そのものの体験である。困

ったときに助けてもらえた、楽しかった、と

いったベーシックな喜びが満足度につなが

る。当たり前の話ではあるが、実は極めて重

要度が高い要素であることは間違いない。

　企業にとって、この 3つの差別化要素によ

り顧客経験価値をいかに最大化できるかが勝

負である。いかにして顧客に「この店で買お

う」「この店にまた来よう」と思わせるかと

いうことである。 3つの要素のどれが欠けて

も顧客経験価値は高まらない。消費者からの

減点をなくし、加点の実績を積み続けなくて

はならないのが、競争激化が進む成熟市場時

代の宿命である（次ページ図 5参照）。

顧客経験価値を最大化するSoLoMo活用

　上に挙げた 3つの差別化要素において顧客

図４　小売業の差別化戦略

商品力

ブランド価値 顧客との絆

接客・感動体験

品ぞろえ、価格、鮮度、
など

接客スタッフ、清潔、
楽しい・わくわく体験、
試食・試着、など

自宅配送、店頭受け取り、
役に立つ情報、
いつでも・どこでも、など

利便性・快適性
Product Competitiveness Store ExperienceConvenience, Comfortable

顧客経験価値
Customer Experience Value

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.



2014年11月号10

経験価値を最大化するために、SoLoMoの活

用が寄与する可能性は大きい。

　ここで、SoLoMo活用のよく知られた事例

を挙げたい。米国の大手ドラッグストアチェ

ーンWalgreens社は、来店客が薬を買うため

に長く待たされ疲れ果てるという状態を改善

しようと、無料のモバイルアプリを開発・配

布して売り上げの拡大につなげた。

　このアプリは、従来のような近隣店舗検索

や店内マップ表示に加え、より踏み込んだ買

い物利便性の向上を実現している。例えば、

代表的な機能に「リフィル・バイ・スキャン」

がある。自宅にある薬の空容器のバーコード

をモバイルで読み込み、登録している店舗に

アプリを通じて送信すると、店はその注文を

受けて薬の準備を開始する。完了したら、店

からアプリを通じて顧客に「お薬ができまし

た」と連絡が来るので、待ち時間なく好きな

タイミングで店に受け取りに行ける。もちろ

ん自宅配送を選ぶこともできる。また、「ピ

ルリマインダー」（薬の服用タイミング通知）、

「ヘルスケアクリニック」（店舗内簡易クリニ

ック予約）など、買い物だけでなく、商品

の消費サポートなどサービス範囲は幅広い。

さらにソーシャルメディアの活用も活発で、

Facebookでチェックインした駐車場に購入

商品を届けてくれるサービスも一部店舗で実

施している。これは、実店舗、オンライン店

舗、モバイルアプリ、そしてソーシャルメデ

ィアを連動させた戦略により売り上げ拡大に

図５　顧客経験価値向上へのSoLoMoの寄与
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成功した好事例である。

　この事例から学べるポイントは、顧客の何

を満足させるのかという目的を明確にするこ

と、SoLoMoのそれぞれの役割やターゲット

を緻密に考えた戦略を立て、そのために最適

な施策を実行することである。SoLoMoのそ

れぞれの施策を戦略的にばらばらに実施して

いては顧客満足度の最大化は難しく、むしろ

逆効果になることさえある。SoLoMoは単な

る語呂合わせではなく、 3つの要素が相互に

作用してはじめて新しいマーケティング手法

となることを忘れてはならない。

　すなわち、SoLoMoを有効活用するために

は、個別戦略ではなく全体戦略を描くことが

必要である。同時に、新しいサービスを導入

する際に不可欠なステップである「自社の

ターゲティング、ポジショニングの再整理」

が、SoLoMoの活用においてもあらためて必

要になることは言うまでもない。

SoLoMoが開く新しいステージへの扉

　従来の「売り上げ＝客数×客単価」という

考え方は一定であり変わることはない。これ

からの時代に異なるのは、それぞれをアップ

させる方法である。

　人口が減少し、消費者の購買行動が日々

刻々と変化している今、客数を上げるには 1

人 1人のロイヤリティー（忠誠心）の向上が

重要になる。すなわち、いったん捉えたら逃

がすことなく顧客満足度を上げ続けるための

施策が必要である。

　SoLoMoを活用すると、顧客の購買履歴デ

ータに加えて、以下の新しいデータが取得で

きるようになる。

① 感情導線、関心履歴データ（So）

②行動導線、活動履歴データ（Lo）

③個人の活動の蓄積データ、カルテ（Mo）

　いかに価格に敏感な消費者であっても、前

述した 3要素のいずれかに心を捉えられ、財

布を開く瞬間は必ずある。来店誘引や客単価

増大のためには、何に対して財布が開くかを

見極めることが必要で、顧客情報の取得と分

析のための仕組みづくりが重要なポイントに

なる。ここに、SoLoMoによって取得可能に

なる新しいデータの出番がある。SoLoMoの

活用がもたらす最も大きな変化は、顧客接点

のデザイン、顧客とのコミュニケーション戦

略と戦術にある。

　成熟市場では、一過性の関係をひたすら増

産するという方法では成長は期待できない。

SoLoMoの活用が進めば、企業は大事に関係

を築くべき重要顧客について、相手をより深

く知ることができるようになる。対する消費

者は、自分のことをよく知ってもらうことで

さまざまなメリットが得られる。

　マーケティングの世界で以前から叫ばれて

きた「双方にとってメリットのある新しい関

係構築」の可能性がついに見えてきた。顧客

との絆強化に向かう次のステージへの扉が、

今、目の前に開かれようとしている。 ■
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特　集　［企業のSoLoMo活用］

　日本のソーシャルメディアの先駆けであるmixiとGREEがサービスを開始した2004年から

10年が経つ。この間、ソーシャルメディアの存在感が増し続け、企業はコミュニケーション

戦略の転換を迫られた。本稿では、ソーシャルメディアの最新動向と、企業がソーシャルメ

ディアを有効活用するためのポイントを解説する。

“ソーシャル化”するコミュニケーション

　総務省の調査によると、日本におけるソー

シャルメディアの利用率は2013年に57.1％と

過半数に達した（図 1参照）。1年前と比較

すると40代と50代の利用率の伸びが目立ち、

若年層以外の年代にも浸透してきている。

　日本でソーシャルメディアが普及し始め

たのは、mixiやGREEが誕生した2004年以降

である。そして現在もFacebookやTwitter、

LINEなどを中心にユーザー数は拡大傾向に

ある。この10年の間に人々のコミュニケーシ

ョンは変化を遂げ、特に日本では2011年に新

たな転換期が訪れた。その事情を説明してお

きたい。

　2011年は日本でスマートフォンの普及が本

格化した時期である。そして同年の東日本大

震災では、安否確認や物資支援などの連絡網

として大きく貢献したソーシャルメディアの

存在感が増した。このようなタイミングの重

なりも影響し、個人間の普段のコミュニケー

ション手段は、電話やメールからFacebook

やTwitter、LINEのようなソーシャルメディ

アへの移行が進んだ。

　ソーシャルメディアでやり取りされるメッ

セージは文字数が少ない。そのためコミュニ

ケーションの頻度が高く、リアルタイム性

を持つようになる。また、仲良しグループや

職場の同僚、同級生など複数のグループをつ

くり、そこで内輪話を行うという使い方が一

般化している。その場で思いついたことなど

を気軽に友人に相談したり、ちょっとした感

動や出来事を独り言のようにつぶやいたりす

ると、友人や知人から「いいね！」ボタンや

スタンプなどを使った簡単な返事が戻ってく

る。このような気軽なコミュニケーションを

実現するのが現在のソーシャルメディアの特

徴である。コミュニケーションのこのような

変化を “コミュニケーションのソーシャル

化” と表現したい。

　ソーシャルメディアは複数人のコミュニケ

ーションを基本とするが、日常生活では1対

1または特定の複数の人の間で親密な会話を

したいシーンもある。現状、そのようなニー

ズに最も適応するユーザーインターフェース

を持つのがLINEだろう。このLINEと、比較

的オープンなFacebookやTwitterなどはコミ

ュニケーションの用途によって使い分けるた

めに併用される傾向にある。LINEが最も利

用者を拡大している理由の 1つといえる。

ソーシャルメディアの最前線
─CtoCと共存する新たな付加価値創造へ─
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企業のソーシャルメディア活用の課題

　ソーシャルメディア人口の拡大、コミュニ

ケーションのソーシャル化の進行を背景に、

消費者向けサービスを展開するメーカーや小

売業を中心に、ソーシャルメディアの活用に

取り組む事例が多く見られるようになった。

ユーザーが複数のソーシャルメディアを利用

していることから、複数のソーシャルメディ

アを組み合わせたプロモーションを行うケー

スも多い。

　企業のソーシャルメディア活用の目的は販

促・広報から人材採用まで多岐にわたってい

るが、ほとんどの場合は新商品の宣伝や単発

のキャンペーンといったスポット的な情報発

信が中心である。ソーシャルメディアのバイ

ラル効果（口コミの拡散力）を利用して、情

報をソーシャルメディア上で拡散させ、既存

顧客から潜在顧客層にまで広くリーチするこ

とを狙いとしてる。

　確かに、ソーシャルメディアを使った情報

発信は、テレビCMなどのマス広告に比べて

コストを抑えられる上に、ユーザーの性別・

年齢・居住地やし好などの情報を利用してタ

ーゲットを絞ることもできるため、非常に効

率的な手段といえる。しかし、企業がソーシ

ャルメディアに投稿しただけでユーザーがほ

かの人に働き掛けてくれる保証はどこにもな

い。実際に「FacebookとTwitterで消費者に

情報を発信しても思うように拡散せず販促効

果を確認できない」「コンテンツの作成費や、

ユーザーの反応を観測・集計して社内会議で

報告する人件費の方がずっと大きい」といっ

た声は珍しくない。

　小売業では、実店舗はオーバーストア化

し、自社ショッピングサイトもAmazonや楽

天などのインターネットショッピングモール

との競争にさらされ、さらに近年は、若年層

の間でスマートフォンのフリマアプリが流行

しCtoC（個人間取引）ブームが再燃してい

るという新たな課題にも直面している。企業

はあらゆる方面で戦略の立て直しを迫られて
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産業ITイノベーション事業本部
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図１　ソーシャルメディアの利用率（2013年度）
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いるのである。

ソーシャルメディア有効活用のポイント

　ここまでソーシャルメディアの近年のトレ

ンドについて述べてきたが、これらの観点か

ら、消費者向けビジネスを主とする企業が今

後、ソーシャルメディアを有効活用していく

ためのポイントを 2つ述べたい。

（1）ソーシャルリスニングを起点に

　図 2は、ソーシャルメディアを介した企業

の情報の流れを示している。実線の矢印は企

業が直接的にコントロールできる情報で、破

線の矢印はコントロールできない情報であ

る。企業がソーシャルメディアの公式アカウ

ントで情報発信することは、ただソーシャル

メディアという掲示板に貼り紙をするにすぎ

ない。掲示板には他の企業も次々と貼り紙を

し、自社の情報は瞬時に埋もれてしまう。ユ

ーザーもこうした企業のPR目的の投稿に慣

れてきてしまっているため、情報がよほど魅

力的でなければ、次の人へと伝播していくバ

イラル効果は期待できない。

　注視すべきは、このような企業がコントロ

ールできる情報ではなく、どこからともなく

発生して勝手に出回っている、企業がコント

ロールできない情報の方である。企業に関す

るうわさや評価は、ソーシャルメディアが登

場する前から人々の会話の話題になることは

普通にあったが、ソーシャルメディアはその

声の影響力を増幅するという性質がある。

　ソーシャルメディア上の話題に耳を傾ける

ことはソーシャルリスニングと呼ばれる。ソ

ーシャルメディア上にある消費者の生の声を

収集し、世の中のトレンドや自社の評判など

を分析することである。例えば、ソーシャル

リスニングによって今この瞬間の需要を推測

し、競合に先駆けてプロモーションを行うこ

とで、ユーザーから自社に関する好意的な話

題が発生する可能性が高まる。ユーザーの感

動から発生した投稿こそ、ソーシャルメディ

アのバイラル効果が存分に発揮され、盛り上

がった話題はマスメディアが察知して報道

し、またたく間にお茶の間に届くニュースと

なるだろう。

　 1つ事例を挙げよう。大手ドラッグストア

チェーンA社は、ある保湿クリームの美容効

果が高いと若い女性の間で話題になっている

ことをソーシャルメディアから察知し、オフ

シーズンにもかかわらず商品を大量に並べ、

来店客にもソーシャルメディアで話題になっ

ていることをアピールして拡販につなげた。

　こうした取り組みはスピードが重要であ

る。特に商品調達を外部に依存する場合は、

いち早くトレンドを嗅ぎつけても販売までに

時間を要して機会損失を生じさせかねない。

従って、ソーシャルリスニングを起点とする

マーケティングでは、利益期待値やリスクを

仕入れ先企業と共有することや、流通面の相

談や合同企画など迅速かつ臨機応変な対応を

可能とするパートナーシップが重要となる。

特　集
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　ソーシャルリスニン

グは「モノ」のキーワ

ードのみならず、「癒

やし」「ふんわり」と

いった「コト」や「様

子」のキーワードから

トレンドを追跡して消

費者ニーズを探るため

にも効果的である。

（2） CtoCと共存するた

めの付加価値創造

　もう 1つのポイント

は、今後も拡大すると

みられるCtoCといか

に「住み分ける」か、これをどう「生かす」

かである。

　CtoCとの住み分けとは、CtoCでは不可能

な付加価値を提供することである。例えば、

新しいトレンドや技術を取り入れた新商品の

提案、スタッフによる専門的で分かりやすい

説明、美しく丈夫なラッピングなどが挙げら

れる。購買履歴データなどを用いてサービス

を研究・精査し消費者個別のニーズにきめ細

かく応じる “おもてなし” の実現も、個人に

はできない高い付加価値の創造である。

　CtoCを生かすとは、ある程度の販売機会

損失リスクを見込んだ上で、CtoCで取引さ

れるような商品を提供することである。現在

フリマアプリを活用している若い世代がや

がて世帯の中心になったとき、小売業や消

費財メーカーにとって大きな脅威となるで

あろう。しかし視点を変えれば、自社商品を

購入して大切に使用してくれている顧客でも

あり、熱心なアンバサダー（積極的・自発的

に人に推奨してくれるファン）にもなり得る

のである。従って、前述したCtoCでは実現

不可能な高い付加価値を自社の販売チャネル

において消費者にしっかりと訴求できれば、

CtoCサービスを自社のブランディングツー

ルとして生かすことも可能になるだろう。

　何をどこで買うかを選ぶのは消費者であ

り、その選択肢は増える一方である。消費者

のトレンドを確実に捉え、いかにしてソーシ

ャルメディアを脅威から機会に転換していく

かが鍵となるだろう。 ■

図２　ソーシャルメディアを介した企業の情報の流れ
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特　集　［企業のSoLoMo活用］

位置情報マーケティングの可能性
─行動履歴を活用した顧客へのアプローチ─

　ネットショッピングでは、顧客の購買履歴や閲覧履歴からし好を分析した上で商品やサー

ビスを提示する「レコメンド」が一般的だが、測位技術の進歩とともに、消費者の位置情報

から実行動をデータ化できるようになり、マーケティングへの活用に期待が高まっている。

本稿では、顧客へのアプローチにおける位置情報活用のポイントについて考察する。

マーケティングへの位置情報の活用

　今号の「SoLoMo活用が生む可能性」（P.6

～P.11）で述べられているように、競争激化

が進む成熟市場時代において、小売業の差別

化の 3大要素（「商品力」「利便性・快適性」

「接客・感動体験」）の最大化に「SoLoMo」

の活用が寄与する可能性は大きい。

　ここでは、SoLoMoの「Lo」の部分（「位

置」を表すLocationやLocalという言葉の頭

の 2文字）に着目し、GPS（全地球測位シス

テム）やWi-Fi（無線LAN規格の 1つ）とい

った測位技術を利用して得られる位置情報を

使ったマーケティング（顧客アプローチ）に

ついて論じていきたい。

　位置情報を活用したマーケティングの代表

的な 3種類を紹介する。

①行動履歴のデータベース化

　位置情報から得られた顧客の行動履歴をデ

ータベースに蓄積し、そこから見えてくる顧

客の行動パターンを販促などのマーケティン

グに生かすことである。

②ジオフェンシング（Geo Fencing）

　アプリケーションの地図上に仮想的なフェ

ンス（囲い）を設定し、端末がフェンス内に

入ったときに、あらかじめ決められたアクシ

ョンを行うことである。例えば、顧客が店の

近くに来た（＝フェンス内に入った）際に、

販促情報を送信したり、ポイントを付与した

りするサービスが挙げられる。

③位置情報SNS

　例えばレストランや旅先の観光地などを訪

れたとき、SNS（ソーシャルネットワーキン

グサービス）に投稿して位置情報を送信する

こと（チェックイン）である。チェックイン

をする理由は、友人とお気に入りの場所を共

有したい、ライフログとして残したいなどと

いうものが多いだろう。理由はそれぞれであ

るが、消費者の 1つのアクションにより、企

業側は自社のファン（優良顧客）は誰なのか

が分かり、ユーザー側は友人たちへの認知が

連鎖的に広がるのというのが位置情報SNSの

特徴である。

位置情報マーケティングのポイント

（1）他データとの組み合わせで効果が増す

　ある人がどこにいた、ただそれだけの情報

では効果的なマーケティングには結び付かな

い。位置情報は他のデータと組み合わせてこ

そ効果を生む。
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　例えば、位置情報から得られる行動履歴

を、SNSから得られるし好データと組み合わ

せることによって、個人の特性がよりはっき

りと見えてくる。し好データ以外のデータに

ついても同様である。SoLoMoのLo（位置情

報活用サービス）に期待されるのは、So（ソ

ーシャルメディア）やMo（モバイルアプリ・

デバイス）とバランスよく組み合わされるこ

とによって新たな可能性を広げ顧客経験価値

を高めるという役割なのである。

（2）2つの視点で捉える

　位置情報マーケティングには、大きく分け

て「ミクロの視点」と「マクロの視点」の 2

つのアプローチがある。

　「行動履歴のデータベース化」は、位置情

報から得た膨大な行動データを使って顧客の

行動パターンをマクロの視点で捉え、従来の

手法では見えてこなかった消費者の行動パタ

ーンに相関する購買パターンを見つけ出し、

それをマーケティング施策につなげる。「ジ

オフェンシング」は、特定の個人に対するア

クションなのでミクロの視点と考える。

　「位置情報SNS」は両方の視点を持ってい

る。例えば、さまざまなチェックインデータ

が集まれば、利用者の属性や、SNSから得ら

れる利用者のし好を知ることで、どういう店

がどういう人に選ばれるかを把握することが

できる（マクロの視点）。その上で、個人別

に好みの店をレコメンドすることも可能であ

る（ミクロの視点）。

位置情報で加速するVPA

　米国Google社は2012年に、ユーザーの行動

予測を行い必要と思われる最適なタイミング

で情報を提供する機能を、モバイルデバイス

向けプラットフォームに搭載した。この機能

は「Google Now」といい、AI（人工知能）

を利用したVPA（バーチャル・パーソナル・

アシスタント）である。

　例えば、出張や旅行で海外に渡航し、飛行

機を降りてまず最初にスマートフォンを見る

と、滞在先のホテルまでのルートと所要時

間、現地通貨の為替レートといった情報が届

いているという具合に、これから起こそうと

している行動を支援してくれる。

　これらの情報の提示や提案を「Google 

Now」では「カードの提示」という。カー

ドには、運動の記録、天気情報、交通状況、

フライト情報、ホテル情報、レストランの予

約、イベント、荷物、友達の誕生日、ユーザ

ーの誕生日、終電情報などがある。

　カードを最もふさわしい場所、タイミング

で提示するためには、ユーザーの位置情報と

現在時刻が欠かせない。そのほか「Google 

Calendar」のデータ、Googleの検索履歴が

参照され、メールアプリ「Gmail」のデータ

の一部もユーザーの行動予測に使われている

といわれる。

　最近、米国では注目すべきカードが追加さ

れた。過去にショッピングサイトで閲覧した

野村総合研究所
産業ITイノベーション事業本部
流通システム企画室
副主任
横山誌乃（よこやましの）
専門は流通ITソリューション、消費者分析
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ことがある商品を販売している実店舗の近く

を通りかかると、ユーザーにカードを提示し

知らせてくれるというものである。近くでは

買えないと思っていた商品が、実は自分の生

活圏の中にあったと気付かされる人もいるだ

ろうし、何かの帰り道に購入を検討している

商品のカードが出てくれば、「寄って見てい

こう」「買って帰ろう」と思う人が増えるか

もしれない。このような、位置情報を通じた

小売業と消費者との接点は今後、一層増える

可能性がある。

　スマートデバイスを持つ多くの人が頼り

にしている機能の 1つは「検索」である。

VPAがどこまで浸透するかは未知数である

が、まずカードを確認してから次の検索が始

まるようになるかもしれない。位置情報は検

索行動を変える可能性を秘めている。

円滑な位置情報取得のために

　位置情報から得られる行動履歴を活用する

に当たり、真っ先に懸念されるのは個人情報

がしっかりと保護されているかという点だろ

う。自分の位置情報がデータ化されることに

対し、行動や生活を把握されるような不快、

不安な感覚を持つ消費者は少なくない。

　個人の位置情報の取得に当たって企業側が

留意すべき 2点を以下に述べたい。

①消費者の理解

　現状では、企業の位置情報取得の目的に理

解を示す消費者は企業が望むほどには多いと

いえないが、位置情報の活用が進むにつれて

企業の位置情報活用に対する消費者の関心も

高まるだろう。企業側としては、当然ながら、

いたずらに個人を特定したり不正利用したり

する目的で位置情報を取得するのではないこ

とを顧客に理解してもらう必要がある。

　そのためには、位置情報取得の目的が、企

業側の一方的な都合ではなく、得た情報を基

に商品やサービスの質を上げ、それを顧客へ

フィードバックすることであると示す必要が

ある。理解を得られれば、継続的な情報提供

へとつながり、それをまた企業が顧客に還元

するという好循環が生まれるだろう。

②消費者の納得

　企業の取り組みを理解してもらうだけで

は、位置情報を活用した顧客アプローチは

成果を生まない。総務省の2014年 5月の調

査（図 1参照）によると、自らの位置情報の

提供に関して、「特に気にならない」「自分に

とって便利なサービスが使えるなら気にせず

提供する」という人は合わせて37.2％である

が、「気にはなるが、便利なサービスが使え

るなら気にせず提供する」を加えると全体の

65.5%にもなる（調査した全体での割合）。

　これを見ると、特に気にせずに提供すると

いう人は全体の 3分の 1にも満たないが、位

置情報の提供に対しメリットが明確で納得で

きるサービスを受けられるのであれば一気に

同意する人が増える可能性があるといえるだ

ろう。

特　集
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行動予測が顧客アプローチの鍵

　日常生活の中で、ネット広告やメールで商

品やサービスをレコメンドされることは多

い。これは、過去の購買履歴や、Web上の

行動履歴である閲覧履歴を解析し、購買につ

ながるかもしれない商品を推測するという仕

組みに基づいたものだ。しかし、今ではもう

興味が湧かない商品や魅力を感じなくなった

商品、すでに購入済みの商品が出てくること

も少なくない。

　提案したサービスや商品に興味を示しても

らうためには、最適なタイミングを予測して

アプローチすることが非常に有効である。顧

客のし好を把握した商品のレコメンドも重要

であるが、それだけでは不十分である。趣

味・し好、そしてそのときの需要は、内部・

外部それぞれの環境変化などを受けて変わる

ものであり、その「変化」のタイミングを察

知し、次の購買、次の行動を予測してアプロ

ーチすることが顧客をつかむ鍵となるだろ

う。特に位置情報の活用は、最適なタイミン

グでのアプローチに大きく貢献する。

　今後は、ただ単にこれまでのデータベース

に行動履歴が追加されてレコメンドの精度が

上がるというだけでなく、VPAと組み合わ

せた取り組みも活発化していくことが予想さ

れる。顧客をより深く知り適切にサポートす

る可能性を存分に秘めた位置情報に今後も期

待したい。 ■

図１　自分の位置情報提供することに対する意識

全体（n=1,600）
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出所）総務省　情報通信政策研究所「位置情報の利用に対する意識調査」（2014年5月）

20.8 20.216.4 28.3 14.4

25.0 22.014.0 20.0 19.0

23.0 15.316.7 30.3 14.7

15.7 15.721.0 32.7 15.0

21.7 14.317.0 34.7 12.3

22.0 23.716.3 25.3 12.7

20.3 31.311.7 21.0 15.7

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.



2014年11月号20

　スマートフォンの普及を背景に、企業から顧客へのモバイルを活用したアプローチ方法が

変化している。さらに、近年では “格安スマホ” やウェアラブル端末などが登場し、モバイ

ル市場はまた新たな展開を迎えようとしている。本稿では、「ウェアラブル端末の登場＋パ

ーソナルアシスタント化」という観点からモバイルの新たな活用を展望したい。

日本のモバイル市場の動向

　日本のモバイル市場は、2011年以降、通信

事業者各社の販売施策や端末ラインアップの

充実に伴って、スマートフォンの本格的な

普及期に突入した。2011年には 2割ほどであ

った個人普及率は2013年には 5割に達し、ス

マートフォンとフィーチャーフォン（従来型

の携帯電話）の契約数が逆転した。年代別で

は、20代のスマートフォン普及率はすでに 7

割、30代でも 6割に達している。今後は40代

から50代の中高年層にも普及が拡大する見込

みである。（野村総合研究所『ITナビゲータ

ー 2014年版』東洋経済新報社刊）

　最近は、大手通信事業者のスマートフォン

に比べて月々の費用が半額ほどで済む “格安

スマホ” の登場も相次いでいる。その先駆け

となったのが、2014年 4月に登場したイオン

のスマートフォン（イオンスマホ）である。

スマートフォンに興味があっても端末代金や

月額利用料が高いために購入をためらってい

た主婦や中高年層のニーズに合致し、イオン

スマホは約 1カ月間で完売になった。

　イオンと同じく2014年 4月には家電量販店

のビックカメラも格安スマホの販売を開始

し、同じく家電量販店のノジマが2014年 7月

に、米国Amazon.com社の日本法人が2014年

8月に格安スマホの販売を始めている。

　当面は、高齢者層を中心にフィーチャーフ

ォンを使う人が一定の割合で存在し続けると

予測されているが、格安スマホのような “常

識破り” な機器・サービスの登場は、成熟に

向かう日本のモバイル市場を大きく動かす可

能性を秘めている。

ウェアラブル端末の可能性

（1）新たな価値を提供するウェアラブル端末

　スマートフォンの次に波を起こすモバイル

デバイスとして近年、注目されているのがウ

ェアラブル端末である。代表的な製品には、

米国Google社の「Google Glass」（眼鏡型）

や、韓国Samsung Electronics社のスマート

ウォッチ「Galaxy Gear」（腕時計型）などが

あり、2014年 9月には米国Apple社も腕時計

型の「Apple Watch」の販売を2015年に開始

すると発表し、スマートフォンユーザーから

も大いに注目された。このほか、米国FitBit

社の「Fit One」のように健康管理用途に特

化したウェアラブル端末もある。

　ウェアラブル端末は、スマートフォンや従

特　集　［企業のSoLoMo活用］

需要喚起型モバイルマーケティング
─モバイルの“パーソナルアシスタント”化─
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　スマートフォンの普及を背景に、企業から顧客へのモバイルを活用したアプローチ方法が
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来の専用端末にはない次のような特徴によっ

て新たな価値を提供する。

①ハンズフリーでも使用できる

② スマートフォンなどと無線通信し、サブス

クリーンやリモコンの役割を担う

③ 脈泊、体温、呼吸、視線の動きなどの生体

反応データを取得・蓄積できる

　こうした新しい価値を消費者向けビジネス

にどう生かし、どのように自社の利益に結び

付けるかの議論は始まったばかりである。

（2）現代版デジタルデバイド縮小への期待

　ウェアラブル端末の登場により、これまで

囲い込みが難しかった消費者層に企業がアプ

ローチできる可能性が見えてきた。その層と

いうのは、「現代版デジタルデバイド（情報

格差）」が生じている層である。

　本来、デジタルデバイドというと、経済格

差などによって、情報収集を行う機器を入手

できる（使いこなせる）人と使えない人（入

手できない人）との間に生じる情報格差を意

味する。これに対し、スマートフォンやタブ

レット端末などのスマートデバイスに対する

興味・関心や活用の度合いによって生じる情

報格差を現代版デジタルデバイドとここで定

義したい。

　それでは、この現代版デジタルデバイドが

どの層に当たるか、図 1のマトリックスから

説明しよう。スマートデバイスを積極活用

し、興味・関心も高いアクティブ層（図の右

上）以外の全ての層で現代版デジタルデバ

イドは生まれていると考えられる。例えば、

PCやフィーチャーフォンは使いこなすがス

マートフォンへの興味・関心は低く移行し

ない「ノンアクティブ層」は一定数存在し続
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図１　スマートデバイスに対する興味・関心と主に利用するモバイルデバイスのマトリックス
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け、「アクティブ層」との格差は大きい。ス

マートフォンを持つようになるとメールでの

コミュニケーションよりインスタントメッセ

ンジャーを使うという人も多い。電車での通

勤時間を使って商品を注文する人もいるだろ

う。スマートフォンを持つと持たないとで

は、情報量や行動自体も異なるが、特に消費

スタイルに大きな変化が現れる。そうなる

と、同じ年代、似た属性を持つ者同士でも現

代版デジタルデバイドが生じることは避けら

れない。

　では、なぜウェアラブル端末の登場がこの

現代版デジタルデバイドの解消に寄与するの

か、スマートフォンとウェアラブル端末は似

て非なるものであることを押さえた上で考え

ていきたい。

　スマートフォンとウェアラブル端末で大き

な違いがあるのは情報取得の仕方である。例

えば、スマートフォンのユーザーが何か情

報を得ようとするとき、キーワード入力して

検索する。何らかの情報を得るという動機が

先にあり、これは能動的な情報取得方法であ

る。対して、腕時計型のウェアラブル端末で

考えた場合、発信されてくる情報を画面で流

し見するという受動的な使い方をする。これ

はネットとテレビの違いに似ている。ネット

は「何をしよう（調べよう）」という動機が

先に来る。テレビはチャンネルや番組を決め

た後は情報が勝手に流れて来る。自ら情報を

取りに行くのか、情報が流れて来るのを受け

るのかという違いである。

　この違いが、これまでスマートフォンを敬

遠していた層にもウェアラブル端末を浸透さ

せ、例えば「ただ送られて来る情報を確認す

る」という点がアクティブ層以外の 3つの層

にいる人に歓迎され、アクティブ層が拡大す

る可能性がある。より感覚的な操作が可能な

点は、ITリテラシーの低さを理由にスマー

トデバイスを使うことに抵抗がある層への普

及を後押しするだろう。モバイルを活用した

これまでの企業のアプローチが、スマートフ

ォンなどの利用に積極的な層にまでしか届か

なかったとすれば、ウェアラブル端末による

現代版デジタルデバイドの解消は、より広い

消費者層へのアプローチを可能にするものと

いえる。

“パーソナルアシスタント”化するモバイ
ルデバイス

　それでは、消費者が持つモバイルデバイス

が変化すると、消費者の購買行動はどのよう

に変化するのか。ここでは「フィーチャーフ

ォンからスマートフォンへの移行」「スマー

トフォン＋ウェアラブル端末」という 2つの

変化について考える。

（1） フィーチャーフォンからスマートフォン

への移行

　消費者の持つモバイルデバイスが、フィー

チャーフォンからスマートフォンに移行する

ことによって、企業は消費者と、Webサイ

特　集

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2014 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.



2014年11月号22

け、「アクティブ層」との格差は大きい。ス

マートフォンを持つようになるとメールでの

コミュニケーションよりインスタントメッセ

ンジャーを使うという人も多い。電車での通

勤時間を使って商品を注文する人もいるだろ

う。スマートフォンを持つと持たないとで

は、情報量や行動自体も異なるが、特に消費

スタイルに大きな変化が現れる。そうなる

と、同じ年代、似た属性を持つ者同士でも現

代版デジタルデバイドが生じることは避けら

れない。

　では、なぜウェアラブル端末の登場がこの

現代版デジタルデバイドの解消に寄与するの

か、スマートフォンとウェアラブル端末は似

て非なるものであることを押さえた上で考え

ていきたい。

　スマートフォンとウェアラブル端末で大き

な違いがあるのは情報取得の仕方である。例

えば、スマートフォンのユーザーが何か情

報を得ようとするとき、キーワード入力して

検索する。何らかの情報を得るという動機が

先にあり、これは能動的な情報取得方法であ

る。対して、腕時計型のウェアラブル端末で

考えた場合、発信されてくる情報を画面で流

し見するという受動的な使い方をする。これ

はネットとテレビの違いに似ている。ネット

は「何をしよう（調べよう）」という動機が

先に来る。テレビはチャンネルや番組を決め

た後は情報が勝手に流れて来る。自ら情報を

取りに行くのか、情報が流れて来るのを受け

るのかという違いである。

　この違いが、これまでスマートフォンを敬

遠していた層にもウェアラブル端末を浸透さ

せ、例えば「ただ送られて来る情報を確認す

る」という点がアクティブ層以外の 3つの層

にいる人に歓迎され、アクティブ層が拡大す

る可能性がある。より感覚的な操作が可能な

点は、ITリテラシーの低さを理由にスマー

トデバイスを使うことに抵抗がある層への普

及を後押しするだろう。モバイルを活用した

これまでの企業のアプローチが、スマートフ

ォンなどの利用に積極的な層にまでしか届か

なかったとすれば、ウェアラブル端末による

現代版デジタルデバイドの解消は、より広い

消費者層へのアプローチを可能にするものと

いえる。

“パーソナルアシスタント”化するモバイ
ルデバイス

　それでは、消費者が持つモバイルデバイス
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　消費者の持つモバイルデバイスが、フィー
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トやソーシャルメディア、スマホアプリなど

を通じて多様な接点を持つことが可能になっ

た。そしてそれらのコミュニケーションは、

「買い物」というアクションを通じた企業と

顧客という関係を越え、より親密なものに発

展してきている。

　例えば、ユニクロが提供するスマホアプリ

では、オンラインショッピングや実店舗で使

えるクーポンの取得、近くにある店舗の検索

など「買い物に必要な機能」だけでなく、お

手本コーディネートを公開し、ユーザーがお

気入りに登録して参考にできる機能や、ユー

ザー自身がスマートフォンでTシャツの柄を

デザインし、それをソーシャルメディア上で

共有して楽しめるサービスも提供している。

　この例のように、買い物をするシーンでな

い、日常の何げない空き時間に、顧客経験価

値の高い多くの接点を持つことで、企業への

ロイヤリティーが形成され、結果的に買い物

への需要喚起効果をもたらすことを実現して

いる。

（2）スマートフォン＋ウェアラブル端末

　最後に、スマートフォン市場も成熟し、ウ

ェアラブル端末が一般普及のフェーズに入っ

たときに起こり得るマーケティングの展望に

ついて述べたい。

　ウェアラブル端末は人の行動履歴や生体反

応データ（脈拍数、心拍数、体温など）の収

集・蓄積が可能である。身に付ける人のIT

リテラシーや興味・関心の度合いに関係な

く、ユーザーとの距離が論理的にも物理的に

も縮まるだろう。しかし、距離が近くなり身

に付ける時間も増えたからといって、ユーザ

ーの積極的な操作量もそれに比例して増える

わけではない。ユーザーからのアクションが

ないときに、デバイスやアプリからのアクシ

ョンがどれだけあり、それがユーザーにどれ

だけ有益かが、今後、焦点となるのではない

だろうか。

　例えば、過去の購買履歴、位置情報、検索

履歴、電話の音声記録、写真、睡眠時間、運

動量などといった個人の行動パターンを理解

したデータを基に、趣味・し好を考慮し、ユ

ーザーにとってその瞬間に必要と思われる情

報だけを厳選して提供してくれる実際の秘

書のような存在（パーソナルアシスタント）

を、ウェアラブル端末を身に付けた誰もが持

てるようになる。

　別の側面からいえば、企業は遠く離れた潜

在顧客に対し、来店や購入確率が高いプロモ

ーションを行うことができるということであ

る。商品やサービスがコモディティー（汎用

品）化し国内市場が成熟化するなかで、新た

に消費者の生活を手助けする分野で差別化を

図ることができるのは、企業にとってチャン

スである。今後、ウェアラブル端末が実現す

るパーソナルアシスタントを通じて、企業は

顧客 1人 1人に対する需要喚起型のモバイル

マーケティングを行うことも可能になるはず

である。 ■
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トピックス

Internet of Thingsによる新ビジネスの
可能性

　“Internet of Things”（以下、IoT）は、企業にとって他社との差別化の手段として有効とさ

れる一方で、モノから得られるデータをどう活用すればよいのかという声を聞くことが多い。

本稿では、企業活動におけるIoTの活用目的を整理するとともに、企業がIoTに取り組む際の

ポイントについて解説する。

拡大するモノのネットワーク

　IoTとは、各種の機器（モノ）をネットワ

ークに接続することにより価値を生み出すた

めの概念で、新サービスの創出や業務効率化

を目的とした企業の取り組みが増えている。

　従来、モノのネットワークの対象は、産業

機械や重機など比較的大型で高価な機器が中

心であった。しかし今では、スマートデバイ

スの普及やセンサー、通信モジュール、プロ

セッサーの小型化と低価格化により、エアコ

ンや冷蔵庫などの白物家電から、歯ブラシの

ような日用品にまでネットワーク化の波が広

がってきている。ネットワーク機器ベンダー

である米国のCisco Systems社の予測によれ

ば、2020年にはネットワーク化されるモノは

約500億個にも上るという（Cisco Systems社

の2013年発表のホワイトペーパーより）。

IoTの3つの利用目的

　IoTの利用目的は、これまでは設備機器の

遠隔メンテナンスのように、安全の確保や業

務の効率化が中心であったが、ネットワーク

に接続された大量のモノから得られるデータ

を活用することで、新しい機能を持つ商品や

これまでにないサービスが生まれている。図

1に、IoTの役割と 3つの利用目的を示す。

①製品・サービスの付加価値向上

　既存の製品やモノに新しい機能を付加した

り、使い方アドバイスなどの新サービスを組

み合わせたりすることにより、製品・サービ

スの付加価値を高める。例えば、欧州の航空

機メーカー Airbus社とドイツのスーツケー

スメーカー Rimowa社は、GPS（全地球測位

システム）や無線通信ユニット、重量センサ

ーなどを埋め込んだスーツケース「Bag2Go」

を2013年 6月に発表した。航空会社の管理シ

ステムとスーツケースの位置情報を連携させ

ることで、ロストバゲージの追跡を容易にす

ることができる。またスーツケースの開閉状

況や重量、位置情報を航空会社のシステムで

管理できるため、Webチェックイン機能や

宅配サービスと連携させて、自宅で荷物を預

け滞在先のホテルで荷物を受け取るドアツー

ドア型の新しいサービスなどへとビジネスを

拡大させることができる。

②アフターサービスの充実

　部品交換時期や故障の予兆の通知、遠隔か

らのソフトウェアアップデートなど、製品購

入後のアフターサービスを充実させることで
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顧客との関係をより強める。

③オペレーションの改善
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データを軸としたビジネス展開への期待

　企業がIoTに取り組む際の課題の 1つは、

センサー、通信モジュール、ネットワーク回
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の機能や性能だけでなく、製品から得られた

データをいかに活用し、新たなサービスへと

展開できるかが他社との差別化要因として重

要になっていくだろう。 ■
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図１　IoTの役割と利用目的
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規模機器メーカーの重機、機械、自
動車など）

・故障の予兆発見、故障時期の予測
・メンテナンスの自動化
　（部品交換スケジュール）

・使い方アドバイス
・状況可視化

・オペレーションの最適化
　（設備の稼働、社員の業務手順、
顧客動線）

・遠隔操作（緊急時の停止、ロック）
・遠隔アップデート（機能、ソフ
トウェア、設定）

・遠隔操作（オン／オフ、設
定変更など）

・遠隔からの設備機器や什
器の最適化（設定パラメー
ター、稼働スケジュール）

オペレーションの改善
（主に店舗や工場など）

モノから得られ
るデータの活用
（可視化、分析）

モノの遠隔制御
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